
２８１
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は　じ　め　に

　１９８０年代後半の地価高騰を契機に導入された韓国の土地公概念にもとづく一連の政策は，地価

高騰がもたらす社会的不公正是正をめざす徹底した内容故に，日本の学会にも大きな衝撃を与え

た。 しかし，この政策が本格的に実施されるようになり ，数年を経過した今日 ，韓国内において

その政策効果に疑問を呈する声が出始めている 。

　例えば，土地公概念政策を提起した国土開発研究院所属の研究者が発表した『土地政策の発展
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
方向に関する研究』および『土地市場安定施策の評価と改善方案研究』がそれである。この報告

書は，土地公概念関連政策による一定の成果を評価しつつも ，対外的にはＷＴＯ体制下での経

済の開放化，対内的には政治の民主化と地方分権の時代を迎えて，これまでの規制中心の土地政
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
策の見直しを提起している。もう一つ注目すべき業績として，金正浩教授の『土地税の経済学』

があげられる。同書は，韓国の土地政策は「現代経済学が発見した最も偉大な原理である需要供
　　　３）
給の原則」に反するという立場から，土地公概念政策を全面的に批判している。とくに，韓国固

有の土地住宅事情を踏まえた土地税制に対する批判は，興味深いところがある 。

　これらの批判のトーンは各々やや異なるが，土地投機を全面的に否定しているこれまでの土地

政策に疑問を呈し，土地市場の活性化とそのための規制緩和が必要であるという点は，共通して

いる。とくに金教授は，これまでのような「需要抑制で土地問題を解決しようとするのは，本末
　４）
転倒」であり ，「韓国土地問題の第一の大きな原因は過度な土地利用規制による土地供給の不足
　　５）
である」などと述べているのである。そして今韓国では，未曾有の経済危機下にあ って低迷する

不動産市場を活性化するべく ，土地公概念政策の大幅な見直しと土地利用規制緩和政策がすすめ

られようとしているのである 。

　以上のような状況を踏まえて，小論では土地公概念政策の見直しが意味するところを考察する

こととしたい。そのために，以下ではまず第一に，土地公概念政策が実施された９０年代における

韓国土地住宅事情の変貌を解明する。第二に，土地公概念政策に代表される韓国土地政策の特質

を概観する。そして最後に，上述の金教授に代表される諸批判の特徴と９０年代における政策転換

の状況を検証し，その意義と限界を明らかにしてみたい 。

（４５７）
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１　１９９０年代の韓国土地住宅事情

　土地公概念研究委員会は，土地公概念政策を提起した背景として，０都市化，産業化にともな

う土地需要の急増に対し，円滑な供給体制が整っていないこと ，　地価と住宅価格の上昇率が，

他の経済指標に比べて高いこと ，　開発事業にともなっ て発生する莫大な開発利益を社会還元す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）る体制が整えられていないこと，　極端な土地所有の偏重，などを指摘した。ところが，土地公

概念政策が実施された９０年代，韓国の土地住宅事情は，それまでと様変わりすることとなっ た。

表１は，地価とＧＮＰなど経済指標の年平均変動率の推移を８１年から９５年までみたものである
。

全国平均でみると ，８０年代前半は毎年１０％近く ，８０年代後半は１８％もの地価上昇を示していたの

に対し，９１年から９５年まではわずか０６％，ソウルに至っては下落傾向にあることがわかる。こ

れを，同じ９１～９５年の５年間にＧＮＰは年平均１４ ．３％，総通貨量は１７ ．３％，消費者物価は６ ．２％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）の増加を示していることと比べると，地価の安定ぶりがいかに顕著であるかがわかるであろう 。

　この地価の安定を反映して，住宅価格についても ，９０年から９５年までの名目指数は８．５％下落

し， 住宅価格の平均年収倍率は９０年は１１ ．６倍であ ったのが，９５年には５．３倍に低下したという 。

その後，首都圏住宅価格は９６年からやや上昇に転じたものの，地方都市では大量の売れ残り物件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
が発生するという住宅市場の２極化が生じているのである。それとともに，劣悪な韓国の住宅事

情も一定の改善をみせている。例えは，韓国の住宅事情の劣悪さを示す指標としてしはしは使わ

れる住宅普及率（総世帯数に対する住宅戸数の割合）をみると ，１９８０年のそれは７１ ．２％，地価高騰

の最中の８７年は６９２％であ った。しかし９０年代には毎年６０万戸の住宅が建設 ・供給されたことな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
どにより ，９６年には８９．２％にまで改善し，とくに首都圏以外のそれは９７ ．９％と，住宅の量的不足
　　　　　　　　　　　　１０）
はほぼ解消することとなっ た。

　ともあれ，周知のとおり９０年代の日本は，いわゆるハフル経済の崩壊により ，大幅な地価下落

が続いているのに対し，韓国の地価は停滞もしくは微減にとどまっ ていたのである。ところが

９７年末に顕在化した金融危機を契機として，ＩＭＦ体制下での経済改革を余儀なくされるなか ，

韓国の不動産市場も日本と同様の事態を迎えつつある。例えば，建設交通部は９８年４月２０日 ，

「昨年末を基準として今月中旬まで全国１５大都市先導地域分譲マンシ ョン価格変動率を調査した

表１　地価とマクロ経済指標の変化推移（単位 ：％）

区　　　　分 １９８１－８５ １９８６－９０ １９９１－ ９５

地　　価 全　　　国
９． ７ １８ ．３ ０． ６

ソ　ウ　ル
１７ ．２ １８ ．１ 一０ ．５

６大都市
１３ ．４ １９ ．３ ０． ２

中小都市
９． ９ １８ ．４ １． ３

郡　地　域
８． ３ １４ ．５ ０． ７

マクロ経済 ＧＮＰ（経常） １５ ．１ １５ ．７ １４ ．３

総通貨量
１９ ．３ １８ ．８ １７ ．３

消費者物価 ７． １ ５． ４ ６． ２

出所）李延植 ・金元喜『土地政策ｑ　発展方向吋叫唾　研究』

　　国土開発研究院，１９９６年，１７頁 。

　　　　　　　　　　（４５８）
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結果，売買価格は平均８７％，伝貰（チ ョンセ）価格は平均１６１％下落している」という調査結果
　　　　１１）
を発表した。昨年末，つまり韓国で ‘ＩＭＦ寒波’といわれる急速な経済体制変革の波が押し寄せ

てきてから，半年も経たないうちに，１５大都市平均でこれだけの下落を示しているというのであ

る。 また，三星経済研究所はＩＭＦ以後，不動産の実勢価格が２０～３０％以上下落していることか

らして，土地時価総額は９７年１１月末は約１ ，２２０兆ウォンであ ったのが，９８年４月末には約１ ，ＯＯＯ兆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
ウォンと２００兆ウォン以上下落していると推定されると述べている。とりわけ象徴的なのが，上

述の建設交通部の調査によると ，韓国独特の伝貰といわれる賃貸住宅価格の下落幅が，分譲価格

の２倍近くに達していることである。これが意味することは，韓国の土地住宅事情を考える上で

きわめて重要なので，以下ではやや詳しく考察することとしたい 。

　表２は，韓国の住宅を，構造別 ・占有形態別に分類したものである。韓国の住宅統計でいう

「単独住宅」とは日本の一戸建て住宅を，「アパート」は高層共同住宅を，「連立住宅」は低層共

同住宅に該当する。構造上の特徴としてまず留意すべきことは，「借家を目的として建てられた

住宅はほとんどない。公的セクターでである大韓住宅公社で供給する住宅も ，賃貸目的のものは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
ほとんどなく ，分譲住宅が大部分である」という点である。この点で特に注目されるのが，表２

に示されているように，単独住宅つまり一戸建てのうち伝貰など借家がしめる割合が高いことで

ある。全国でみると ，７７１万戸の約半分が借家であるのに対し，ソウルでは１６９万戸のうち伝貰が

９１万戸，月貰（ウォルセ）が３１万戸，計１２０万戸以上が借家として利用されていることがわかる 。

しかもこの単独住宅の借家人は，一世帯だけではない。それらは，複数の世帯が家王と同居して

いることが一般的で，「多家口住宅」とも呼ばれている。つまり ，一つの建築物に複数の世帯が

同居している点は，アパート ，連立住宅，伝貰に利用されている単独住宅も同じである。しかし ，

アパートや連立住宅は一世帯ことに構造的に分離され，区分所有が可能であるのに対し，単独住

宅の場合は，とんなに多くの世帯が居住していても区分所有は不可能で，統計上は一戸とみなさ

れるのである。このため「韓国の賃貸住宅は王に，個別世帯が事業登録なしに単独住宅の一部ま

表２　住宅の構造別 ・占有形態別分類（１９９５年現在） （単位 ：千戸）

単独住宅 アパート 連立住宅 多世帯住宅 その他 計

ソウル 全国 ソウル 全国 ソウル 全国 ソウル 全国 ソウル 全国 ソウル 全国

持家
４５２ ３， ７２３ ４３７ ２， ２３０ １６５ ５２９ ９２ ２２７ ３３ ２００ １， １７９ ６， ９１０

伝貰
９１４ ２， ５５０ ２１４ ７９４ ７４ ２０１ ４５ １０７ ５３ １９３ １， ３００ ３， ８４５

月　貰 ３０９ １， ２８８ ７０ ３５３ １６ ３３ ５ １１ ４４ １８９ ４４５ １， ８７５

無償
１９ １５４ ８ １０１ ３ ２５ １ ５ １１ ４３ ４２ ３２８

計 １， ６９４ ７， ７１６ ７２９ ３， ４７８ ２５８ ７８９ １４３ ３５０ １４２ ６２５ ２， ９６６ １２ ，９５８

圧）用語の定義は以下の通り（『人口住宅総調査報告書』による）。

持家 ：法令上所有しているかを問わず自己所有している住宅 。

　伝貰 ：一定額の現金またはその他の方法で伝貰金を支払い，契約期間使用でき ，かつ家賃を支払わない 。

　月貰 ：毎月家賃を支払う 。保証金を支払う場合と支払わない場合がある 。

　無償 ：官舎，杜宅または親族の家などを無償で借りるもの 。

　単独住宅　原則的に一世帯が生活するように建築された住宅 。
　アハート　ーつの建物内に多数の世帯が居住できるように建築された４階以上の水久建築物で，原則的に一世

　　　　　帯が住むことができるよう構造的に分離され独立した住宅 。

　連立住宅　一つの建物内に二世帯以上が居住できるように連立して建築した３階以下の水久建築物で，原則的

　　　　　に一世帯が住むことができるよう構造的に分離され独立した住宅 。

　多世帯住宅　一つの建物内にさまさまな世帯が住むことができるよう建築された住宅で，建物面積が２００坪以

　　　　　　下で，建築当時多世帯住宅として許可を受けた住宅 。
出所）『地域統計年報（１９９７）』統計庁，より作成。原資料は『人口住宅総調査報告書』。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４５９）
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表３　 ソウル市アパート分譲価格と伝貰価格の比較

　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：百万ウォン）

分譲価格 伝貰価格
坪数

９７年１２月 ９８年４月 ９７年１２月 ９８年４月

３２ ２７０～３２０ ２５０～３００ １４０～１５０ １１０～１３０

江南区
４５ ４５０～５２０ ４００～５００ ２００～２２０ １７０～１８０

７刑王号
４８ ４５０～５２０ ４００～５００ ２００～２２０ １７０～１８０

５６ ５６０～６２０ ５６０～６２０ ２５０～２６０ ２２０～２４０

５９ ６００～７２０ ６００～７２０ ２５０～２７０ ２２０～２４０

　　　　　　　　　出所）『朝鮮日報』１９９８年５月１５日付 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
たは１ ・２棟のアパートを賃貸する零細な形態」となっ ている。すでに述べたように，韓国の住

宅事情の厳しさを示す指標として，しばしば住宅普及率が，大都市部ほど低いことがあげられる 。

しかしそれは，このように単独住宅に複数の世帯が同居する伝貰の存在によるところが大きいの
　　１５）
である 。

　伝貰というのは，韓国独特の借家形態のひとつである。それは，伝貰金といわれる保証金を支

払っ て不動産を占有できる権利を意味する。この伝貰金とは，次の諸点においてわが国の敷金や

礼金などとはまっ たく質を異にする。第一にその絶対額の大きさである。表３は，ソウル市内の

あるアパートの分譲価格と伝貰価格をみたものである。伝貰価格は今，分譲価格以上の下落傾向

にあるが，それでも分譲価格の４ ・５割の水準にあることがわかる。なおすでに述べたように ，

賃貸を則提にした住宅はほとんどないため，韓国の不動産広告においては，同じ住宅に対し，こ

のように分譲価格と伝貰価格が示されることが珍しくない。第二は，月貰の場合，保証金の支払

いの有無にかかわらず毎月の家賃支払が必要であるのに対し，伝貰の場合は家賃支払いが必要で

ないということ ，伝貰金は契約期問終了時に全額無利子で返還されるということである。家主は ，

預かった伝貰金を住宅取得資金に充当したり ，生活費の足しにするなど，さまざまな形で活用す

る。 例えば，国土開発研究院が９８年６月にソウル，仁川，京畿道地域の１ ，７６５世帯を対象におこ

なっ た調査によると ，伝貰金の運用方法としては住宅準備資金に使用が最も多く５４ ．２％，次いで

住宅新築費用に活用１７ ．２％，金融機関に預金９ ．５％，既存債務の償還７ ．３％，子どもの結婚費用や
　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
教育費２ ．７％，不動産投資２ ．３％であ った。このようにほとんどが，家主の住宅取得資金や生活費

などに使われるにもかかわらず，契約期間終了時の伝貰金返還に支障がないのは，従前の借家人

が契約を継続する場合は返還の必要がないこと ，その上さらに，多くの場合借家人は，伝貰金増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
減請求権にもとづいて伝貰金の上乗せが請求されること ，契約を継続しない場合には，新しい居

住者から受け取った伝貰金で返還することができるからである。第三は，契約期間の短さである 。

かつては一年であ ったが，８９年の住宅賃貸借保護法の改正により延長されたものの，それでも二

年にすぎない。この契約期間の短さが，８０年代後半の地価高騰時には，借家人にとくに不利に作

用した。というのは，契約更新のたぴに伝貰金増減請求権にもとづいて伝貰金の上乗せが請求さ

れたからである。極端な場合，高騰する伝貰金の支払いに窮して一家心中するという事例もみら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
れたのである。まさに「家を２軒以上所有している人には天国」「家がない人には地獄」だ った

のである 。

　ところがすでに述べたように，経済危機下において不動産価格，とくに伝貰価格が分譲価格以

上に下落している現在，こうした借家人と家主の力関係は一変することとなっ た。 例えは，『朝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４６０）
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鮮日報』１９９８年３月９日付は，「伝貰価格，当分の問下向安定，春は引 っ越しの季節，借家人は

どうするか」という見出しの下，次のような内容の記事を掲載している 。

　¢　今やまとまっ たお金は，不動産ではなく高金利の財テクに活用するのが賢明である 。

　　　住宅価格や伝貰価格は，低下傾向にあるという見方が支配的であるので，最近，住宅を売

　　却して伝貰をやめたり ，より安い伝貰住宅に移って現金の流動性を確保する人が増えている 。

　　　価格下落にもかかわらず需要はあまりなく ，借家人が契約を解除して引 っ越ししようにも

　　伝貰金が返還されないために引 っ越しできないというトラブルが頻発している 。

　つまり ，伝貰が家主にとっ て有利に機能する条件である，伝貰価格が右肩上がりで上昇し続け

ること ，１　２年の短いサイクルで契約期聞が切れても必ず新しい入居者が現れる，という則提

が崩壊し，今や家主と借家人の立場は逆転しつつあるのである。そして，伝貰金返還をめぐる頻

発するトラブルを解決する方法として，「逆伝貰」（借家人が引越さいないで契約を更新する際，すで

に支払った伝貰金と再契約で下がった伝貰金の差額を借家人が家主に貸し出すこととして，借家人はその貸

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
出分に対する利息を受け取る）が提案されたりしているのである 。

　要するに，韓国においても今，わが国と同じく ，地価が右肩上がりで上昇することを前提とし

たシステムが機能しなくなっ てきているのである。ではこうした状況にあ って，韓国の土地政策

はとのような方向に転換されようとしているのであろうか 。

２　韓国土地政策の特質

　冒頭に述べたように，韓国の土地公概念政策は，土地投機を抑制し開発利益の社会還元をめさ

すその徹底した内容故に，日本の土地政策関係者に大きな衝撃を与えた。しかしその政策は，一

朝一夕につくられたものではない。現段階における再編成の特徴を述べるに先立 って，韓国土地

政策の特徴を，投機抑制と開発利益の社会還元という二つの政策目標に沿って，歴史的に検証す

ることとしたい 。

　１）投機抑制，実需重視

　韓国において地価高騰が社会問題となっ たのは，経済開発計画が始まっ た１９６０年代のこととい

われている。例えば，第一次計画期間（１９６２年～６６年）中において，ＧＮＰは年平均９ ．４％，卸売
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
物価は１７．８％それぞれ増加したのに対し，主要都市の地価は年平均４２．１％もの上昇を示した。こ

うした状況を背景に１９６７年１１月「不動産投機抑制に関する特別措置法」が制定された。以後，表

４にみられるように，韓国ではほほ１０年ことに投機抑制を真正面に掲けた政策と景気活性化のた

めの政策を繰り返し実行してきた。その投機抑制の手段は大きく ，直接規制と問接規制に区分す

ることができる 。

　直接規制の第一は，土地取引の許可制と申告制である 。これは１９７８年の８．８措置で発表され ，

翌７９年国土利用管理法によっ て立法化された。８４年から施行された申告制による申告区域と８５年

から施行された許可制による規制区域では，一定規模以上の土地を取引しようとするとき ，事前

にその価格に対する審査を受けるよう規定しており ，許可を受けないでおこなっ た取引は無効と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４６１）
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表４　韓国における投機抑制および景気活性化措置の変遷

時代区分 主　要　政　策　名 発表年月日

６０年代 ○不動産投機抑制に関する特別措置法の制定 １９６７ ．１１ ．２９

７０年代
○国民生活安定のための緊急措置 １９７４ ．１ ．１４

０８．８不動産投機抑制措置 １９７８

０６．２６住宅景気活性化措置 １９８１

０１ ．４住宅景気活性化措置 １９８１

０５．１８住宅景気活性化措置 １９８１

０６．２８経済活性化措置 １９８２

０１２．２２住宅投機抑制対策 ユ９８２

８０年代
０２．１６不動産投機抑制対策 １９８３

０４．１８土地および住宅問題総合対策 １９８３

０９．５住宅建設活性化措置 １９８３

０８．１０不動産総合対策 １９８８

０２．４緊急不動産投機抑制対策 １９８９

０４．１３不動産投機抑制対策 １９９０

０５．８措置（大企業の土地過多保有抑制のための特別対策） １９９０

９０年代
○伝貰価格上昇に対する対策 １９９４ ．８

○不動産実名制の導入 １９９５ ．３ ．３０

注）下線は投機抑制策 。

出所）柳海雄 ・金元喜『土地市場　安定施策ｑ　評債叫改善方案研究』国土開

　　発研究院，１９９７年，８５頁 。

なっ た。 また，申告または許可担当部署である地方自治体は土地の取引価格が一定水準を超過す

るときには，取引契約締結の中止を勧告したり ，不許可処分をおこなうことができ，一定条件が

満たされた場合，土地を他の需要者に優先して先買できたのである。このほか，土地公概念政策

の一環として導入された宅地所有上限制も ，直接規制のひとつである。これは，個人や法人が所

有できる宅地面積の限度を定めて，土地所有の偏在を是正する目的で導入された。上限面積は ，

ソウルなど６大都市は６６０ｍ２（２００坪），６大都市以外の市では９９０ｍ２（３００坪），その他は１３２０ｍ２

（４００坪）で，上限をこえる部分については「超過所有負担金」が課されるのである。また，法人

は原則として宅地を所有できないこととなっ ており ，固有目的の事業を営むためや従業員用社宅

を建築するために取得する場合には許可が必要となっ ている 。

　問接規制は主に税制によるものである。一つは，遊休地や過大な土地保有をを特定し重課税す

るものである。表５は，韓国における遊休地重課税の概要をみたものである。韓国では，土地関

連税制のほとんとにこのような遊休地重課税措置が盛り込まれている。例えは，この表でｒ純粋

宅地」つまりまっ たく利用されていない宅地はすべての税目において重課税の対象となっ ている

ことがわかる。また，住宅等に利用されていても ，一定基準を超過した部分についての総合土地

税は，住宅用土地には最高税率の５％で課税されるなど，基準内と比べて高い税率が適用される

のである。さらにこの表では十分に把握できないが，地方自治体の基幹的税目の一つである土地

保有税も ，こうした政策課税としての役割をになっ てきた。すなわち，総合土地税の前身である ，

財産税（土地分）および土地過多保有有税において早くから用途別差別課税と累進課税を導入し

ており ，その伝統を受け継いで９０年から実施された総合土地税においては，全国すべての土地を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
名寄せして累進税を課しているのである 。

（４６２）
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表５　韓国の遊休地重課税措置

区　　分 宅 地 既建築土地（基準内）

基準超過土地
一般
築物

純粋宅地 住宅 工場税　　目 住　宅　工場　一般建築物

宅地所有所有上限制 課 税 超過時
外

除外

土地超過利得税 課 税 除外

総合土地税 総合合算
５％分離課税

総合合算 総合合算 Ｏ．３％分
課税
別途合算

法　　　人　　税 損金不算入 損金算入

取　　　得　　　税 重課税（１５％） 正常課税（２％）

２８７

出所）金正浩『１巨ス１刈ｑ老ズｌ１叫一口１４斗奄｛』韓国経済研究院，１９９７年，６４頁
。

表６　実需要者を優遇する不動産政策の例

土地の種類 政策の内容

７年以上自耕農地の譲渡所得税非課税

農　耕　地
自耕農地の総合土地税低率分離課税

自耕農地に対する土地超過利得税免税

農地所有上限制および農地売買証明制

基準内工場用地に対する譲渡所得税非課税

基準内工場用地に対する総合土地税低率分離課税

工場用地
基準内工場用地に対する土地超過利得税免税

非業務用土地に対する取得税，登録税重課税

長期問の未開発土地保有による土地取引の不可

‘実需要者’に対する工場用地の調整原価供給

１世帯１住宅に対する譲渡所得税非課税

既建築土地に対する土地超過利得税免税

宅地所有上限制

１世帯多住宅財産税重課税および賃貸所得税課税

宅　　　地 長期問の未開発宅地保有による土地取引の不可

（公共用地分譲制度，土地取引許可制）

公共賃貸住宅制度

アパート分譲制度

‘実需要者１に対する宅地の調整原価供給

出所）表５に同じ，５７頁 。

　遊休地重課税とは，裏を返すと実需を重視し優遇することでもある。表６はその王な内容を列

挙している。「自耕農地」つまり自作農，基準面積以内の工場用地，１世帯１住宅については ，

各種土地課税が非課税もしくは著しく負担が軽減されていることがわかる。他方，非業務用土地

や長期の未開発土地の保有，すでに述べた韓国における主な賃貸住宅供給主体と思われる１世帯

多住宅所有者へは，重課税や取引不可などの措置が講じられているのである。これはまさに，金

正浩教授の表現を借りるならば，「わが国の土地政策は…… 農事をおこなう者だけが農地を所有

しなければならないという理念にもとづいてきた」「土地の所有者と利用者が一致しなければな

らないと規定した土地基本法（案）をはじめ，これまでの不動産政策のほとんど全分野で実需
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
要／仮需要区分の理念が示されてきた」ということなのである 。

（４６３）
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　２）開発利益の社会還元

　開発利益の社会還元という政策目的を達成するための手段として，多くの国で普遍的に講じら

れている手段が，土地の売却益への課税すなわち譲渡所得税であろう 。韓国においてこの税は ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３）
１９７４年末に創設されて以降，強化と緩和を繰り返しながら土地政策の一翼をになっ てきた 。

　その税率は，２年以上保有土地の場合は売却益に応じて３０～５０％，２年未満保有土地は５０％ ，

未登記転売は７５％と高税率となっ ている。また，法人所有土地の譲渡所得に対しても，特別付加

税が課されているのである。しかし韓国において特徴的なことは，この譲渡所得税に加えて，キ

ャピタル ・ケインに対する多様な税や負担金が制度化されていることである 。

　一つは，土地公概念政策の一つである開発負担金である。これは公共事業や土地利用計画の変

更， その他社会経済的要因によっ て発生した開発利益を吸収しようとするもので，国や地方自治

体の長またはその委任をうけた者から開発事業の認可を受けた開発事業施行者が納付義務を負う 。

その賦課基準は，事業完了時の地価から着手時点の地価，正常地価上昇分，および開発費用を差

し引いて計算され，負担率は５０％となっ ている。譲渡所得税にはない固有の役割として，次のよ
　　　　　　　　　　　　　２４）
うな特徴があるといわれている。第一は，譲渡所得税では課税対象とならなかったり ，非課税も

しくは減免となるのに，開発負担金は賦課の対象となる場合があることである。例えは，韓国土

地公杜，大韓住宅公社などの政府投資機関，特別法によっ て指定された工業団地開発事業施行者

なとは，法人税特別付加税が非課税とな っているが，開発負担金は納付しなけれはならないので

ある。第二は，譲渡所得税は，事業者が土地を売却しなけれは課税できない，つまりいつ課税で

きるか不確実であるのに対し，事業終了時点において開発利益分だけ確実に補足できるという点

である。第三は，譲渡所得税は国の　般会計の歳入となるのに対し，開発負担金の場合，半分は

管轄地方自治体に帰属するが，残り半分は地域均衡開発特別会計に繰り入れられる点である 。

　開発負担金の不十分な点を補うべくやはり土地公概念政策の一環として導入されたのが，土地

超過利得税である。というのは，開発負担金が開発事業地域で発生した開発利益を事業施行者か

ら吸収する制度であるのに対し，土地超過利得税は開発負担金の対象とならない開発事業地域周

辺で発生した開発利益を土地所有者から吸収しようとするものだからである。この税の最大の特

徴は，社会的要因による地価上昇が高い土地に限って，実際の開発行為とは関係なく ，未実現状

態で課税することにある。そこで租税抵抗が強いことが予想されるため，非業務用土地や遊休地

に対象が限定されており ，開発利益の吸収というよりはむしろ遊休地利用促進手段としての性格

が色濃くなっ ている。なお，譲渡所得税との二重課税になる点を調整するための控除制度を設け

ているが，それにも遊休地利用促進策としての性格がみうけられる。というのは，土地超過利得

税の決定日から１年以内に譲渡した場合には譲渡所得税の８０％を控除するが，１年後３年以内で

あれば６０％，３年後６年以内であれば４０％の控除となっ ているからである。つまり ，はやく譲渡

するほど控除額が大きくなるのである 。

　このほかにも ，農地や林野を転用する際に課される負担金制度も設けられているなど，譲渡所

得税に加えてこうした多様な開発利益の還元手段を整え，それらがとにもかくにも制度化されか

つ一定機能していることは，それだけ地価高騰と土地所有の偏在がもたらす社会的不公正の是正

が， 韓国杜会にとっ て重大な課題であ ったということであろう 。また，これだけ複雑で多様な諸

制度を公正に運営するには，非業務用地の判断基準，開発負担金や土地超過利得税の課税標準設

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４６４）



　　　　　　　　　　　　　　転換期の韓国土地公概念政策（川瀬）　　　　　　　　　　　　　　２８９

定の基準，総合土地税課税のための名寄せなど，さまさまな行政技術の整備が当然必要となっ て

くるはずである。その一環として韓国では，土地１青報の電算化なと ，公正な土地行政の基盤整備

にも力を入れてきた。しかしながら冒頭に述べたように，９２年以降の地価の下落，さらには

ＩＭＦ体制下の経済危機のさなか，投機の抑制と開発利益の社会還元を真正面に掲げた土地政策

の見直しが迫られているのである 。

３　土地公概念政策への批判

　１）金正浩教授の批判

　冒頭に紹介したように，金正浩教授は，市場の機能を重視するいわは新自由王義的な立場から ，

土地公概念政策を全面的に批判している。金教授の主張には，首肯し難いところも少なくないが ，

第１節で指摘した韓国固有の住宅事情を踏まえた批判は，傾聴に値するところがある。そこで ，

ここではまず，金教授の批判を手がかりに，土地公概念政策の問題点を考察することとしたい 。

　金教授の批判の要点は，実需重視，１世帯１住宅を優遇し，非業務用土地保有や過大な土地保

有に対する土地保有税などの重課策は，その意図するところとは逆の効果をもたらすというので

ある。ここで改めて，表２から，韓国では賃貸を目的として建設される住宅はほとんどないとい

うこと ，主な賃貸住宅供給源は零細な個人による単独住宅の伝貰貸しであり ，とくに都市部では

その傾向が著しいということを再確認して，金教授が批判の根拠として指摘してる点を整理して

みよう 。

　第一は，総合土地税の累進課税や宅所有上限制による一定面積以上の宅地所有の禁止は，結果

的には賃貸用不動産保有者を標的にすることとなっ てしまうということである。その結果，賃貸

用不動産保有者にとっ ては投資機会の減少につながり ，中長期的には賃貸住宅の供給が減少し ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５）
借家人にとっ ても不利益となるというのである 。

　第二は，１世帯１住宅を優遇する政策は，賃貸住宅としてはより質の悪い単独住宅の伝貰貸し

を優遇することとなるという点である。仮に，４世帯が居住している同じ床面積の一つの建物を

所有しているＡとＢがいるとする。Ａが所有する建物は，アパートのような区分所有可能な形

態だとすると，Ａは１世帯で複数の住宅を所有していることとなり ，抑制の対象となるのであ

る。 他方，Ｂは区分所有不可能な単独住宅として所有しているとなると ，法的には１世帯１住宅

に合致し，さまさまな優遇の対象となるのである。すなわち，区分所有が可能なように，１世帯

ことに独立した住居空問として供給されるＡの場合より ，一世帯が生活するように建築された

単独住宅を増改築して供給するＢの場合の方が，住宅の質としては劣悪であるにもかかわらず ，

税制上は後者が優遇されているのである。この矛盾は「住宅に対する所有権の適用単位が実質的 ，

そして経済的住宅利用単位と異なるために生じる。すなわち，住宅の利用者は住居サービスの大

きさを基準として意志決定をするのに対し，法的な所有権は住居サービスではなく ，法執行費用

最小化という観点から設定されるためである。法で定める所有権の１単位と実質的な住居単位間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）
に乖離がある限り ，１世帯１住宅概念にもとつく政策はたえず問題をもたらす」のである 。

　したがって第三に，賃貸住宅需要は主に，単独住宅の増改築によっ て吸収されるというのであ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４６５）
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る。 というのは，アパートは構造上増改築がほとんど不可能であるのに対し，単独住宅はそれが

比較的容易だからである。しかも ，増改築によっていかに床面積や居住世帯が増えようとも ，法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７）
的には１世帯１住宅とみなされるのである 。

　繰り返し指摘したように，韓国では賃貸住宅のストッ クがきわめて乏しい。また，住宅価格の

半分にもなる伝貰金を用意できる人が購入へと向かわないのは，住宅金融の未整備という事情も

背景にある。金教授が，もっ ぱら規制緩和による供給増こそ問題解決の鍵であると主張している

点は首肯しがたいが，こうした韓国固有の住宅事情を踏まえた土地公概念政策の批判には説得力

がある 。

　２）土地公概念政策再編の方向

　さて，以上のような批判を待つまでもなく ，金泳三政権下において，すでに述べたような地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８）
価・ 住宅価格の安定化を背景に，これまでの「需要の管理を主にした」土地政策の力点は，供給

面にも目を向けられるようになっ てきた。金泳三政権がおこなっ た施策のうち，もっとも注目す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９）
べきは国土利用管理法の改正であ った（９４年１月）。 改正の最大の主眼は，従来１０の用途地域に区

分されていたのを，表７のように５用途地域に簡素化し，新たに「準農林地域」を設けたことで

ある。これは改正前の開発促進地域のうちの開墾促進地区，耕地地域のうちのうちの非農業振興

地域，山林保全地域のうちの準保全林地を統合したもので，現在の利用状態は農地や山林ではあ

っても，保全の必要性が相対的に低い地域を意味する。つまり今後の宅地供給の予備軍として位

　　　　　　　　　　　　　表７　用途地域改変の内容

　　　　　　９３年１２月３１日以前　　　　　　　　９４年１月１日以後

　　　　　　婁至夏叢簑　］→◎都市地域

　　　　　　　　集落地域　　　　　　　　　　＠　準都市地域

　　　　　　＠　観光休養地域　　　　　　　　　　 ・集落地区

　　　　　　　　開発促進地域　　　　　　　　　　 ・農漁村産業地区

　　　　　　　　 ・宅地開発地区　　　　　　　　　 ・運動 ・休養地区

　　　　　　　　 ・施設用地地区　　　　　　　　　 ・集団墓地地区

　　　　　　　　 ・集団墓地地区　　　　　　　　　 ・施設用地地区

　　　　　　　　 ・開墾促進地区

　　　　　　＠耕地地域

　　　　　　　　　非農業振興地域　　　　　　　　準農林地域

　　　　　　　　　農業振興地域

　　　　　　¢　山林保全地域

　　　　　　　　 ・準保全林地

　　　　　　　　 ・保全林地　　　　　　　　　＠　農林地域

　　　　　　簑二簑葦鶯薫二…簑簑葦鴛
区

　　　　　　＠留保地域　　　　　　　　　　廃止

出所）関泰丁「そ音唱ス１申ｑ曹司ギ曾告告判せ刈王■珊ゼ甘窃居呈」１９９７年１２月 ，６３頁 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４６６）
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置づけられたのである。しかも ，従来は可能な土地利用を明記する許容行為列挙方式を採用して

いたのを，この準農林地域では，認、められない土地利用を明記する制限行為列挙方式に転換した

のである。９６年末現在の用途指定をみると ，全陸地面積約１０万ｋｍ２のうち農林地域などの保全

用途地域が５８ ．６％，すでに都市的土地利用がすすんでいる都市地域などが１５．Ｏ％であるのに対し ，

準農林地域に２６ ．４％，面積約２６
，ＯＯＯｋｍ２
が指定されたのである。では，この準農林地域のその

後の実状はどうであろうか 。

　準農林地域の土地利用は，一般に次の二つの方式のいずれかでおこなわれている。一つは，用

途地域を変更する場合である。９４年から９７年の四年問に約２４０ｋｍ２の準農林地域の用途変更がお

こなわれているが，そのほとんどが都市地域，準都市地域に変更しており ，地域的にはソウル近
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０）
郊の京畿道とそれに隣接する忠清南道がほぼ半分をしめている。ともあれこの場合は，ある程度

計画的な開発がおこなわれるのに対し，用途地域を変更しないで利用する場合には，そうした計

画は必要ない。その結果準農林地域が導入されてから３年間で，用途地域の変更がないまま約

６，３３３坪の土地が一般住宅，共同住宅，工場，飲食店，宿泊施設などに転用されているというの
　　３１）
である。また，準農林地域内での許容容積率が４００％に緩和されたため「大量の高層住宅が農地
　　　　　　　　　　　　　　　　３２）
の上に雨後の竹の子のように乱立する」ことにもなっ た。 要するに「都市計画が策定され，基盤

施設が整備された都市地域よりも ，準農林地域の方が地価が低く ，規制も少ないことから，共同
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３）
住宅，工場，飲食店，宿泊施設なとがはらはらに立地」することとなっ たのである 。

　このほかに金泳三政権下でおこなわれた王な規制緩和策は，分譲価格規制の緩和である。すで

に述べたような，住宅普及率の向上と住宅市場の二極化の過程で，分譲住宅の売れ残りが大量に

発生し，ピーク時の９５年には１５万戸余に達した。このため，９５年１１月から９７年７月まで４次にわ

たり専用面積１８坪以上の住宅に対する分譲価格規制が段階的に緩和された。ただし，住宅普及率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４）
が相対的に低い首都圏はその対象外となっ ていた 。

　今ひとつ指摘しておくべきことは，宅地供給事業の規制緩和である。韓国における宅地開発は ，

大韓住宅公社など公共デベロッパーによる全面買収型開発方式が大半で，民問の参入は厳しく制

限されていた。９７年１０月の宅地開発促進法の改正によっ て， これまで民問の参加が制限もしくは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５）
禁止されていた産業団地と宅地開発にも民間企業が参入できる道を開いたのである 。

　金泳三政権は，長年の懸案であ った金融実名制，不動産実名制の実施によるいわゆる地下経済
　　３６）
の抑制，総合土地税の課税標準の現実化率（公示地価に対する課税標準の割合）引き上げなど，土

地公概念政策の流れを引き継いだ政策も進めてはいる。しかし，それまでの軍事政権による官主

導の政策とは異なる流れ，つまり供給面にも力点をおいた政策をすすめたことも確かである。そ
　　　　　　　　　　　　　　　　３７）
の意味で９０年代は「多角的な土地政策」の導入時期といえよう 。

　こうした流れを一層促進したのが，‘ＩＭＦ寒波’下でおこなわれた９７年末の大統領選挙において ，

各候補が経済対策の一環として土地住宅政策の規制緩和を公約したことである。そして新大統領

の下，例えば，財政経済部は土地税制について次のような改正案を検討していることを明らかに

した。第一は，企業の不動産売却と保有にともなう税負担を軽減するために，企業所有不動産の

業務用と非業務用の区別を廃止するというのである。それは「不動産政策を投機抑制や調整なと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３８）
一つの方向ではなく ，中立的な方向に広げていく」一環であるというのである。第二は，各種土

地税制の課税標準の明確化である。具体的には，９６年現在公示地価の３１ ．１％にとどまっ ている総

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４６７）
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合土地税の課税標準現実化率の着実な引き上げ，これまで国税庁が発表していた基準時価で課税

していた譲渡所得税の課税標準を実際の取引価格に漸次移行することである。その背景には，地

価の下落により ，実際の取引価格と基準時価，公示地価との差がほとんどなくなっ ていることが
　　　　３９）
あるという 。第三は，登録税，取得税など取引課税の税率引き下げ，および譲渡所得税の最高税

率を５０％から４０％に引き下げることである。第四は，土地税制の簡素化のために，開発負担金を

自治体が管理する特別負担金へ転換，農地転用負担金の軽減，およぴ９４年７月に憲法裁判所から
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０）
違憲判決を受けた土地超過利得税を廃止するというのである 。

　また，建設交通部は９８年４月に発表した大統領業務報告において，韓国の厳格な土地利用規制
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１）
の象徴的存在であるグリーン ・ベルトの見直し方針を明らかにした。グリーン ・ベルトは ，１９７１年

に設けられて以来ほとんど手つかずのままであ ったのが，「都市成長と環境保全が調和する範囲

内で今年中に区域を相当部分解除するなど画期的に再調整する方針」であるという 。この報告に

は， このほか宅地所有上限制による土地所有面積の上限を廃止すること ，開発負担金の賦課を９９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４２）
年まで停止し，以後も負担率を５０％から２５％に引き下げることなども盛り込まれているのである 。

　こうしてみると今や韓国の土地政策は，グリーンベルトなどの土地利用規制の緩和，総合土地

税の課税標準引き上げつまり土地保有税強化，不動産流通税やキャピタルゲイン税の軽減などに

加え，土地公概念政策も全面的に見直されようとしている。つまり ，金正浩教授に代表される市
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４３）
場の機能を重視する新自由主義的な方向へ転換しようとしているのである 。

お　わ　り　に

　早くから韓国の土地政策に注目していた渡辺俊一氏は，土地公概念政策が発表された頃，次の

ような評価をおこなっ ていた 。

　「土地公概念委員会のねらいは，要するに ，（１）ストソ クの再配分と（２）開発利益の公共還元にあ

ったとすれば，これらを規制面のみで達成しようとするのは多分，至難の業であろう 。世界の歴

史的経験によれは，（１）の再配分の点では，ストソ ク（資産）よりもフロー（所得）への介入の方

がより一般的であ った。（２）の開発利益の点では，英国でさえも戦後，三回試みて毎回失敗してい

る。 しかし近年では，規制のみによる「古典的」な還元方式に代えて「官民パートナーシ ップ」

といっ たｒ新しい」方式が米英日等で出現しはじめている。そのポイントは，国，自治体も民問

とともに開発事業に参加し，額に汗して自らのｒ開発利益」を得る点である。韓国にはこれをや

るだけの公共デベロッパー（韓国土地開発公社，大韓住宅公社等）がすでに存在し，現に都市基盤の

整備はほとんど公共の手によっ て行われている。その上，強力な都市計画権限が公共に与えられ

ている。また「地価公示および土地の評価に関する法律」（８９年）により公示地価の一元化が図

られ，電算機による各種の「名寄せ」システムが完備している等，この方面での「行政インフ

ラ」が完備している。そのような意味において，韓国はたとい紐余曲折はあり ，当初のイメージ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４４）
とは異なっ ても ，いずれｒ土地公概念」を現実のものとする可能性が大きいのではないか」と 。

　先の表４に明らかなように，韓国の本格的な土地政策は６０年代つまり軍事政権という「強い」

政府の下で始まっ たのであ った。それ故，投機の抑制と開発利益の公共還元という政策目標を一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４６８）
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貫して追及してきたものの，それは渡辺氏の指摘するように「規制のみによる」政策であ ったと

いえよう 。その意味で，初の文民政権である金泳三政権が，すでに述べたようにこれまでの官主

導の政策とは異なる方向をめざすのは必然であ ったといえるかもしれない。その一方で，軍事政

権による規制中心政策の裏面にはびこっ ていた地下経済にメスを加えるべく ，金融実名制や不動

産実名制が実施されたことは評価に値するといえよう 。

　しかし今ＩＭＦ体制下ですすめられようとしている方向は，はたして渡辺氏のいうような規制

中心の古典的方式の総括にもとづく「官民パートナーシ ップ」といっ た新しい方式であろうか 。

またそれは文民政権にふさわしく地方分権を視野においているであろうか。この点については ，

本稿で十分におこなえなかった土地公概念政策の実態分析をふまえて，再検証することとしたい 。

いずれにせよ ，すでに述べた国土利用管理法改正の「成果」は，土地住宅政策における毎原則な

規制緩和の帰結を暗示していることだけは確かである 。
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法には，家王による伝貰金増額請求権には一定の制限を設けているが，借家人からの減額請求権に関

する規定はなく ，このことが混乱に拍車をかけているのである（『東亜日報』１９９８年９月２１日付）。

（４６９）



２９４ 立命館経済学（第４７巻 ・第２ ・３ ・４号）

２０）黄明燦『韓国ｑ土地叫住宅』法文社，１９８９年，８１頁 。

２１）韓国土地保有税の歴史と現状については，蒋柄九『地方土地税制論』汎論社，１９９３年，拙著『台

　湾 ・韓国の地方財政』日本経済評論社，１９９６年，第５章「韓国 ・台湾の土地保有税」，片山善博「日

　韓地方資産課税比較論」［地方税』第４８巻第７号，１９９７年７月 ，参照 。

２２）金正浩，前掲書，５６～５７頁 。

２３）その歴史については，宋隻鍾「韓国の土地政策と土地税制」呂本憲一・ 植田和弘編［東アジアの土

　地問題と土地税制』勤草書房，１９９０年，参照 。

２４）以下は，李延植 ・金元喜，前掲書，１２９～１３０頁，による 。

２５）金正浩，前掲書，７６～７８頁 。

２６）同上書，８３頁 。

２７）同上書，９２～９３頁 。

２８）　日本不動産学会日韓土地政策シンポジウム（１９９３年１１月）における徐元宇教授の発言（『日本不動

　産学会誌』第９巻第１号，１９９４年，９頁）。

２９）国土利用管理法の改正とその結果については，閨泰丁「歪音宅利弓ｑ　暫司亭　苦一暮一告判量　刈王

　７兀ゼ骨曹」『子呈』１９９７年１２月 ，を参照した 。

３０）同上論文，６５頁 。

３１）黄煕淵 ・邊乗高「王入１７珊曾弓判」ド呈』１９９７年１２月 ，３５頁の脚注１。 原資料はｒぞ｛宅刈４呈』

　１９９７年１０月９日付
。

３２）黄配淵 ・邊乗高，前掲論文３０頁 。

３３）閾泰丁，則掲論文，６５頁 。

３４）金京燥，則掲論文，３９頁 。

３５）黄煕淵 ・蓬乗高，前掲論文３１～３２頁 。

３６）金融実名制，不動産実名制の意義については，毛電司 ・土電甚ｒ石刈るｑｑ安召告』口旧口１司『 ，

　１９９６年，参照 。

３７）李延植 ・金元喜，前掲書，２７頁 。

３８）　『朝鮮日報』１９９８年４月５日付
。

３９）　『朝鮮日報』１９９８年４月６日付
。

４０）　『朝鮮日報』１９９８年４月６日付，４月２０日付 。

４１）渡辺俊一氏は，韓国のグリーン ・ベルトについて次のように述べている。「ソウルの都市計画区域

　は約３分の１以上がグリーン ・ベルトで囲まれています。グリーン ・ベルトというと，われわれは戦

　後の首都圏計画のことを知っておりますから，いい加減なものだろうと思いがちですが，決してそん

　な中途半端なものではありません。私の計算では，全国平均で人口密度がヘクタール当たり２人とい

　う ，徹底した「無人地帯」が強力な土地利用規制によってソウルを囲んでいるわけです」と。日本不

　動産学会日韓土地政策シンポジウム（１９９３年１１月）における発言（丁日本不動産学会誌』第９巻第１

　号，１９９４年，１０頁）より 。

４２）潮鮮日報』１９９８年４月１７日付。さらに，李延武建設交通部長官は，７月２２日のｒ朝鮮日報』記者

　のインタビューに対し，グリーンベルトの緩和を１０月までに決定すると答えている（［朝鮮日報』

　１９９８年７月２３日付）。

４３）　もっとも，金正浩教授は，土地保有税重課策の土地政策としての有効性に疑問を持っている。とい

　うのは，「土地保有税の強化は，一時的に土地所有者の負担を増加させ，土地保有需要と土地価格に

　対する下落圧力となる」が，「同時に総合土地税収の増加額だけ基礎自治体の支出が増加し，それは

　土地需要と土地価格に対して上昇圧力となる」（金正浩，前掲書，１１４頁）のであ って，土地保有税強

　化が何をもたらすかは，この二側面のどちらが強いかによって異なるというのである 。

４４）渡辺俊一「韓国の土地政策と土地公概念」本問義人他編『土地基本法を読む』日本経済評論社 ，

　１９９０年，２４３～２４４頁
。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４７０）



　　　　　　　　　　　　　　　　　転換期の韓国土地公概念政策（川瀬）　　　　　　　　　　　　　　２９５

付　記

　本稿は，１９９８年度立命館大学学術研究助成「韓国における土地公概念政策にもとづく租税政策の研究」の

成果の一部である 。

（４７１）
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